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独立行政法人国立成育医療研究センターの 

会計監査人の候補者名簿作成について                       

 

１．募集の概要 

 平成２２年４月１日設立予定の独立行政法人国立成育医療研究センターは、法令の定め

により、会計監査人の監査の対象となっています。 

 会計監査人の選任は厚生労働大臣が行いますが、独立行政法人国立成育医療研究センタ

ーが候補者名簿を作成し、大臣へ提出することとされています。 

 このため、平成 22 事業年度の会計監査人候補者名簿を作成するに当たり、会計監査人

に就任する希望をお持ちの監査法人又は公認会計士の方（独立行政法人通則法第 41 条第

２項に該当する者、及び厚生労働省独立行政法人評価委員会高度専門医療研究部会委員の

属する監査法人を除く）から別紙要領に基づく企画書を募集します。 

 

２．作成手続き 

 会計監査人候補者名簿の作成を以下の手順で行います。 

 (1)参加を希望する場合は、下記「企画書作成要領」に基づき企画書を作成、提出して

いただきます。提出された企画書について、選定委員会において、審査を行います。

なお、必要に応じて、選定委員に対し、各監査法人等から企画書についてのプレゼ

ンテーションを行う場合があります。 

 (2)審査終了後、審査結果及び選定基準を公表します。 

 

  ◆参加条件及び企画書作成要領    ←リンク（次項） 

 

 

            【本件担当、連絡先】 

 東京都世田谷区大蔵 ２－１０－１ 

 国立成育医療センター運営局会計課 

 担当：荻久保 

 電話：03-5494-8122 （直通） 
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参加条件及び企画書作成要領 

 

Ⅰ．参加条件 

 (1)独立行政法人通則法第４１条に規定される資格を有する者であること。 

 

 (2)国立成育医療研究センターの主たる事務所の所在地である東京都に業務の拠点とな

る事務所等があること。 

 

 (3)過去５年間に独立行政法人（研究開発システムの改革の推進等による研究開発能力

の強化及び研究開発等の効率的推進等に関する法律（平成２０年６月１１日法律第

６３号）第２条第８項に規定する法人が望ましい。）又は国立大学法人に対する会

計監査の実施実績を有すること。 

 

 (4)病床数４００床以上の病院に対する監査実績を有すること。 

 

Ⅱ．参加申し込み 

 提案書の募集に参加を希望する者は、「Ⅲ．」により企画書を作成のうえ、原本１部、

写し２部を提出すること。 

 （１）提出期限：平成２２年３月１９日（金） １７時 

    ただし、受付は、平日の１０時～１２時、１４時～１７時のみとする。 

 （２）提出場所：〒100-8945 東京都世田谷区大蔵 ２－１０－１ 

         国立成育医療センター運営局会計課 

         担当：荻久保 

         電話：03-5494-8122（直通） 

         FAX：03-3416-2222 

         E-mail：ogikubo-y@ncchd.go.jp 

 （３）提出方法：（２）へ直接提出、もしくは簡易書留により郵送すること。（提出期

限厳守、郵送の場合は期限までに到着すること） 

               ※ 提出した提案書は、その事由の如何にかかわらず、変更または取消しを行うこ

とはできません。また、返却も行いません。 

 

Ⅲ．企画書成要領 

 １．記載事項 

 （１）監査体制及び監査実施要領（必要に応じて柔軟に体制の変更が可能とするこ

と） 

    ① 監査体制 

・病院、研究所、事務部門等の施設を監査するチーム体制 

・実際に監査を行う者の人数、氏名、経験等 

 （注）経験には、独立行政法人会計基準を理解していることを証する事項を含む。なお、監査を行う者

は、独立行政法人又は国立大学法人の監査実績のある者を含むことが望ましい。 
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・監査のサポート体制 

 （注）適正かつ効率的に監査を実施するために必要な法人内部の体制等について記載。 

・監事、財務諸表作成担当課及び内部監査担当室との連携体制 

    ② 監査実施要領 

  ・監査日数、期間（初年度及び次年度以降） 

  ・具体的監査実施方法 

  ・監査契約に含まれるサービス 

 

 （２）監査費用 

    ① 監査費用総額（初年度及び次年度以降） 

    ② 見積り、積算の方法（具体的に記載のこと） 

    ③ 監査日程等に大幅な変更が生じた場合の費用変更方法 

 

 （３）監査実績、コンサルティング実績等 

（注）実績については、平成 1６年度から２０年度までのものとする 

   ① 独立行政法人、国立大学法人等に対する監査実績、コンサルティング実績等 

   ② 医療機関に対する監査実績、コンサルティング実績等 

   ③ 中央省庁、日本公認会計士協会及び公的機関における独立行政法人会計制度・

病院会計準則の検討会議、専門部会等への関与実績 

   ④ ナショナルセンターにとって、ガバナンス・コンプライアンスの観点から有益

と考えられる提案及び各種実績等 

 

 ２．添付書類 

 ① 監査法人の場合、法人の概要を記載した書面。個人の場合、法人の概要に準ずる

書面 

 ② 独立行政法人通則法第 41 条第 2 項に該当しないことの証明 

 ③ 公認会計士協会の定める監査の品質管理に関する指針に即した品質管理を行って

いることの証明 

 ④ 直近の公認会計士協会レビュー結果の概要 

 ⑤ 公認会計士法第 34 条の 5 に規定する業務に関し提起された訴訟等案件がある場

合にはその概要（平成 1６年度以降） 

 ⑥ その他の参考事項 

 

 ３．留意事項 

  ・用紙は：４版とすること。 

  ・記載事項と付記事項を合わせて、最大４０ページ以内にまとめること 
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 ４．提出先 

 （１）提出期限：平成２２年３月１９日（金） １７時 

    ただし、受付は、平日の１０時～１２時、１４時～１７時のみとする。 

 （２）提出場所：Ⅱ（２）の担当部局に提出すること。 

 （３）提出方法：（２）へ直接提出、もしくは簡易書留により郵送すること。すること。

（到着期限厳守） 

    

 

 

 

 

 


